様式第二十三（第18条関係）

　　年度における認定事業再編計画の実施状況報告書

年　　月　　日

主務大臣　名　　　殿

住　　　　所

名　　　　称

代表者の氏名　　　　

　　年　　月　　日付けで認定を受けた事業再編計画の　　年度の実施状況を下記のとおり報告します。

記

１．事業再編計画の目標の達成状況

２．実施した事業再編計画の内容及び適用を受けた支援措置の内容

３．事業再編計画に伴う労務に関する事項

（備考）

　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）

１．事業再編計画の目標の達成状況に関する次の事項について、認定事業再編計画に記載した指標と実績とを対比させて記載する。

(1) 事業再編に係る事業の目標の達成状況

(2) 良質かつ低廉な農業資材の供給又は農産物流通等の合理化に関する数値目標の達成状況

(3) 生産性の向上を示す数値目標の達成状況

(4) 財務内容の健全性の向上を示す数値目標の達成状況

　２．実施した事業再編計画の内容及び適用を受けた支援措置の内容については、次の別表により、認定事業再編事業者及び関係事業者、外国関係法人が実施した措置等について、認定事業再編計画と実績とを対比させてそれぞれ記載する。

(1) 社債又は資金の借入れについて独立行政法人中小企業基盤整備機構による債務の保証を受けた場合には、その旨を記載する。

(2) 株式会社日本政策金融公庫（以下「公庫」という。）から融資を受けた場合には、その金額を記載する。

(3) 社債又は資金の借入れについて公庫による債務の保証を受けた場合には、その旨を記載する。

(4) 株式会社農林漁業成長産業化支援機構から出資若しくは資金の貸付け又は支援対象事業再編等支援団体から出資を受けた場合には、その金額を記載する。

３．事業再編計画に伴う労務に関する次の事項について、認定事業再編計画と実績とを対比させて記載する。(3)、(4)及び(5)については、最終年度の報告において計画期間全体の数値も報告する。

(1) 事業再編計画の開始時期の従業員数（認定事業再編事業者及びその関係事業者又は外国関係法人ごとにそれぞれ記載する。以下(2)から(5)まで同じ。）

(2) 当該事業年度末の従業員数

(3) 当該事業年度中、事業再編計画に充てた従業員数

(4) (3)のうち、新規採用された従業員数

(5) 事業再編計画に伴い当該事業年度中に出向し、又は解雇された従業員数

別表

実施した事業再編計画の内容及び適用を受けた支援措置の内容

	区　分
	計　　　　　　　　　　　　　画
	実　　　　　　　　　　　　　　績

	実施内容等


	
	


様式第二十四（第18条関係）

　　年度における認定事業参入計画の実施状況報告書

年　　月　　日

主務大臣　名　　　殿

住　　　　所

名　　　　称

代表者の氏名　　　　

　　年　　月　　日付けで認定を受けた事業参入計画の　　年度の実施状況を下記のとおり報告します。

記

１．事業参入計画の目標の達成状況

２．実施した事業参入計画の内容及び適用を受けた支援措置の内容

（備考）

　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）

１．事業参入計画の目標の達成状況に関する次の事項について、認定事業参入計画に記載した指標と実績とを対比させて記載する。

(1) 事業参入に係る事業の目標の達成状況

(2) 良質かつ低廉な農業資材の供給又は農産物流通等の合理化に関する数値目標の達成状況

２．実施した事業参入計画の内容及び適用を受けた支援措置の内容については、次の別表により、認定事業参入事業者及び関係事業者、外国関係法人が実施した措置等について、認定事業参入計画と実績とを対比させてそれぞれ記載する。

(1) 社債又は資金の借入れについて独立行政法人中小企業基盤整備機構による債務の保証を受けた場合には、その旨を記載する。

(2) 株式会社日本政策金融公庫（以下「公庫」という。）から融資を受けた場合には、その金額を記載する。

(3) 社債又は資金の借入れについて公庫による債務の保証を受けた場合には、その旨を記載する。

(4) 株式会社農林漁業成長産業化支援機構から出資若しくは資金の貸付け又は支援対象事業再編等支援団体から出資を受けた場合には、その金額を記載する。

別表

実施した事業参入計画の内容及び適用を受けた支援措置の内容

	区　分
	計　　　　　　　　　　　　　画
	実　　　　　　　　　　　　　　績

	実施内容等


	
	


様式第二十五（第18条関係）

　　年度における認定事業再編計画の半期実施状況報告書

年　　月　　日

主務大臣　名　　　殿

住　　　　所

名　　　　称

代表者の氏名　　　　

　　年　　月　　日付けで認定を受けた事業再編計画の　　年度の半期における実施状況を下記のとおり報告します。

記

１．事業再編計画の目標の達成状況

２．実施した事業再編計画の内容及び適用を受けた支援措置の内容

３．事業再編計画に伴う労務に関する事項

（備考）

　　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）

１．事業再編計画の目標の達成状況に関する次の事項について、認定事業再編計画に記載した指標と実績とを対比させて記載する。

(1) 事業再編に係る事業の目標の達成状況

(2) 良質かつ低廉な農業資材の供給又は農産物流通等の合理化に関する数値目標の達成状況

(3) 生産性の向上を示す数値目標の達成状況

(4) 財務内容の健全性の向上を示す数値目標の達成状況

　２．実施した事業再編計画の内容及び適用を受けた支援措置の内容については、次の別表により、認定事業再編事業者及び関係事業者、外国関係法人が実施した措置等について、認定事業再編計画と実績とを対比させてそれぞれ記載する。

(1) 社債又は資金の借入れについて独立行政法人中小企業基盤整備機構による債務の保証を受けた場合には、その旨を記載する。

(2) 株式会社日本政策金融公庫（以下「公庫」という。）から融資を受けた場合には、その金額を記載する。

(3) 社債又は資金の借入れについて公庫による債務の保証を受けた場合には、その旨を記載する。

(4) 株式会社農林漁業成長産業化支援機構から出資若しくは資金の貸付け又は支援対象事業再編等支援団体から出資を受けた場合には、その金額を記載する。

３．事業再編計画に伴う労務に関する次の事項について、認定事業再編計画と実績とを対比させて記載する。

(1)
事業再編計画の開始時期の従業員数（認定事業再編事業者及びその関係事業者又は外国関係法人ごとにそれぞれ記載する。以下(2)から(5)まで同じ。）

(2)
事業再編計画の当該半期の終了時期の従業員数

(3) 当該半期中、事業再編計画に充てた従業員数

(4) (3)のうち、新規採用された従業員数

(5) 事業再編計画に伴い当該半期中に出向し、又は解雇された従業員数

別表

　　実施した事業再編計画の内容及び適用を受けた支援措置の内容

	区　分
	計　　　　　　　　　　　　　画
	実　　　　　　　　　　　　　　績

	実施内容等


	
	


様式第二十六（第18条関係）

　　年度における認定事業再編計画（認定事業参入計画）の適時実施状況報告書

年　　月　　日

主務大臣　名　　　殿

住　　　　所

名　　　　称

代表者の氏名　　　　

　　年　　月　　日付けで認定を受けた事業再編計画（事業参入計画）の実施に当たり、下記の事項が発生したため報告します。

記

発生した事項

（備考）

　　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）

農業競争力強化支援法施行規則第18条第５項各号に掲げる事項に照らして記載する。

様式第三十（第22条関係）

　　年度における認定事業再編計画の実施期間終了の日以降

引き続き課税の特例の適用を受ける場合の実施状況報告書

年　　月　　日

主務大臣　名　　　殿

住　　　　所

名　　　　称

代表者の氏名　　　　

　　年　　月　　日付けで認定を受けた事業再編計画の　　年度の実施状況を下記のとおり報告します。

記

１．認定事業再編計画の目標の達成状況

２．課税の特例に関する報告（事業再編促進設備等の割増償却）

（備考）

　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。

（記載要領）

１．認定事業再編計画の目標の達成状況に関する次の事項について、認定事業再編計画に記載した指標と実績とを対比させて記載する。

(1) 事業再編に係る事業の目標の達成状況

(2) 良質かつ低廉な農業資材の供給又は農産物流通等の合理化に関する数値目標の達成状況

(3) 生産性の向上を示す数値目標の達成状況

(4) 財務内容の健全性の向上を示す数値目標の達成状況

２．課税の特例に関する報告（事業再編促進設備等の割増償却）

租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第13条又は第46条に規定する課税の特例を受けた場合における当該事業再編促進設備等の事業の用に供した日以後５年以内の日を含む事業年度の割増償却額を記載する。

